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ト 1970年会社（改正〉法（No. 62 of 1970)
この改正法は，1970年12月に 議会を 通過し，
1971年 1 月25 日に大統領の裁可を得ている（注2）。
ほぼ同時期に，証券取引所および証券業者の規




当時制定されたオ ーストラリアのニュ ー ・サウス
・ウエ ー ルズの同名の法律をほぼそのまま採用し







たものといわれるが， 結局マレ ー シアとの関係で
実施されることなく位 4)1973年に新法に替えられ
ている。


















































































































































































































































































































































Development in Corporate and Securities Law in 
Singapore and Malaysia," 1¥1alaya Law Review, 
Vol. 16, No. 1 (July 1974), pp. 107-122. およ
7)＇. “Insider Trading in Singapore and乱falaysia，”
Alalaya Law Re・view, Vol. 16, No. 2 (Dec. 1974), 
pp. 333『376によるところが大きい。なお改正前川




(it 3) Ferris, M. Jeorge Jr., A Study of the 
Serurities M山元eti耳 Singapore& Malaysia, IES 
C Project No. 2067, Singapore Govt. Printing 
O伍ce. （発行年のお紋なし〕
(/l: 4) この法律に関しては， Morgan, James, 
“Toward a Malay Exchange，” FEER, May 20, 
1972, pp. 31-33などに簡単な言及がみられる。
(it 5) Company Law Advisory Committee to 
the Standing Committee of Attorney-General （以
下単に Egg）目的nCommitteeとして引用する〉。
(it. 6) s. 69A-69C added by s. 6 of Act, No. 
62 of 1970.この権利（interest）の内容は，同改IEによ
り投けられた第 6Aに詳しく定義されている。
〔il:7〕 s.69D-69F added by s. 6 of Act, No. 
62 of 1970. 
(it 8) s. 69J added by s. 6 of Act, No. 62 of 
1970. 
( It 9 ) s. 69J(5), & 69K & 69M added by s. 6 
of Act, No. 62 of 1970. 
( IUO) Company Law Committee, Repo叫 Cmnd,
1749, London HMSO, 1962 （以下単に Jenkins
Reportとして引用する）， para. 141-147. 
(I主11) s. 34-35 of Companies Act, 1967. 
G主12) Eggleston Committee, Second Interim 
Report, 1969, Parliamentary, Paper No. 43, Canbe-







s. 195 of Companies Act, 1948 (U. K), t, J；「Fs 
126 of Companies Act (NSW). 
（注15〕 イギリス U，に関しては SS, 30-:n of Com-
panies Act, 1967. 
(tl:16) この実質的株主わよ Yr'取締役♂3株式保行の
開示は，内応者の不，1iな取引を規制すらための子防「i'J
な役割を果 Lていることについては， Pillai，“Insi<ler 
…，” p, 338.中になる kうに・般的に ！）ミ認六れてい
ろ。
(IH 7) SS, 17『 22of Compani田 Act,1967. 
（注18〕 s.169A added by s. 12 of Act No. 62 
of 1970. 
（注19) S. 369A町l品dl,y s. 19 of i¥ct No. 位
。f1970. 




く改正法案が k程され， Financial Timesトーです）かな
り取扱われてL、る。たそえば同紙1978lf10月28r1H:',
参照。
（注21〕 Eggleston Committee, Fourth Interim 
Report, 1970, pp. 1(レ12. もっとも同法案第（4), :¥(:,) 
i頁は採用されていない。








Committee, Fourth Report, para. 10-11. 1971年に
なされたヴイグトリア州の改正による 124条はこの宵
明記する。 Ford,H. A. J., Princijぅlesof Company 





券業法により規制している。たとえ［正 SS, 112-113 
of Securities Industry Act (NSW), 1976. 
（注24〕 この証券業法についてはここでは検討しえ
1970年代のシソガポール・マレーシアにおける会社法の発展
ないが，（れ： 1〕中の Pillaiの論文の他 Taik Tun 
Boon“Forms of Control exercised over the Securi-
ties Industry--a Comparative View，＇’ SES Journal, 
Aug. 1974, pp. 4『 11およが TengPhen Tan，“Mar-















(Dept.。fTrade and Industry, Company Law 










券業法案（CSIB）も同様引下げている。 cl.222 of CS 
IB. 




引用は， The Parliament of Australia, National 
Companies Bill, 1!115 Explanatoη Mei骨orandum
による〕。オーストラリアの1975年の連邦会社法案（NC
B）はさらに広い規定をおいている。 cl.32(2) of NC 
B.いわゆる企業の社会的責任の問題である。 Dept.
of Trade and Industry, op. cit., para. 51---64参照。
（注32) Jenkins Report, para, 49 & 193および
アラ
els. 43(5) & 180(4) of NCB参照。
（注33) cl. 54 of CAB, 197:3および els.92 & 93 
of NCB参照。




（注：~6) Companies (Amendment) Act, 1975 (No. 
19 of 1975）および Companies(Amendment No. 2) 
Act, 1975 (No. 39 of 1975) 




















































































































社の状態の変化＞ (38), ＜譲渡の効力＞ (39), 


















































































































ン」（Guidelinesfor the Regulation of Acquisition 







































































































(I{ 1 ) イギリスおよび－，レーシアでは Minister














mitthoff, C. M. (ed.), Palme〆sCompany Law, 
London, Stevens & Sans, 1976, Vol. 2, Para D心01
-D→019，その運用機関の問題ととともに Weinberg,
Takeovers & Merge1・'S(3rd Ed.), London, Stevens & 
Sons, 1971, pp. 1201-1368. およ rY・ Davies, B. J., 
“An Affair of the City: A Case Study in the 
Regulation of Take-overs and 乱forgers，” Modern
Law Review, Vol. 36, No. 5 (Sept. 1973), pp. 457-
478. を参照。 シン力ポーノレのコートについては前節
（注 1）のN.P.Pillaiの諸論文のft!Theng Tan Pheng, 
“The Singapore Code on Take-overs and恥1ergers:





化がないと考えられる。 AsianWall Street Journal, 
3 July, 1979参照〕。
（注 5) Senkuttuvan“Arnn, Singapore Watch-
dog，＇’ FEER, Jan. 15, 1973参照。
（注 6) SIC, Press relea-se: The Singapore Code 
on Takeovers and Mergers, Dec. 18, 1973, SIC: 
Press Statement, Sept. 17, 1974. (SIC事務局より
提供された〉。なお， 1978年 3月イギリスにおいても






un-American Way of the City of London，＇’ Finan・ 
cial Times, Apr. 1, 1978参照。
（注 7）“TunTan Opens Bost O伍ceSavings 
1970年代のシンガポール・マレーシアにおける会社法の発展
Bank in Kota Kinabalu，＇’ Siaran Akha占ar,IEN, 






（注 9) Siaran…， op. cit., p. 2. 
（注10) 以下の記述は， FICより提供された Guid-
lines for the Regulation of Acq削減ionof Assets, 
Mergers and Take-overs, 1st Revision, 1977にも
とづいている。
Ci主11) 上注中の文献にはこれに続いて詳細な申請
書式が付されている。
（注12) ガイドライン中には， FICがこの申請に対
して認可権を有するのか，それとも単に届出で十分な
のかは明記されていないが， FICの機能からみて前者
に近いものである正考えられる。またごのガイドライ
ソを無視した場合にはどういう効果が生じるのかも不
明である。関連法にもとづき処罰されるとするのであ
ろうか。
おわりに
これまで1970年代におけるシンガポールとマレ
ーシアの企業法の発展と，前者の「開放型」・「市
場重視型Jと後者の「閉鎖型」・「続制型Jとい
う経済制度の相違とその法的表現である「法的安
定性の重視」および「行政・政策の優位jという
対比において検討してきた。会社法に即していえ
ば，この経済制度の特質の相違が前者における数
次の改正と後者におドる沈黙という一見矛盾した
現象を呈しているのである。しかしこのことは，
現代企業活動を法的な形態をもって規制するため
には，企業が絶えず新しいタイプの活動を生みだ
していくものであればあるほど，法はそれに適応
するために改正を余儀なくされるということを物
語っているのである。他方企業活動をその国の経
済発展の方向から行政的・政策的に規制すること
81 
を前提にすれば，従来の会社・株主，経堂者， i棄
権者という 3主体の利害関係を予定調和的に諦整
することを目的とする会社法そのものは，それほ
Eの重要性を有せず，したがって改正も緊急性を
有するものとは考えられない。むしろ経済発展と
いうダイナミックスに企業活動を領導するための
裸のまたは工業調整法に代表される広汎な委任立
法にもとづいた行政的裁量権の行使により上記の
利害関係もよりその目的に沿って解決されるであ
ろう。
本稿では，主として法および政策文書から両関
の企業法の特質を抽象してきた。この方法は一面
的であり，いずれこれらの運用の実態の検討がな
されなければならない。このことにより，筆者の
いう「経済制度Jの概念もより明確に焼定しうる
であろう。
さらに「経済制度」の概念を少なくとも経済法
の基礎概念として定立するためには，企業法のみ
ならず，発展途上国の主要問題の一つである農業
問題を含めた経済総体の検討を行なうことが不可
欠的であるが，これは筆者の能力をはるかに超え
る課題である。
にもかかわらず， 「発展途上国経済法議jのた
めの「経済制度」一般論を構築するためには，シ
ンガポールのそれはむしろ例外的であり，マレー
シアについての概念を基礎として発麗させなけれ
ばならないことは確実のように思われる。
〔追記〕 本稿は1978年2月に実施した「アジアのイ
ギリス法系会社法」に関する現地調査の成果の令部で
ある。調査においては，シンガポール，クアラルンプ
ノレ証券取引所，両国会社登記局，およびシンガポール
のSIC，マレーシアの CICの方々からは貴重な資料
および情報を提供して頂いた。また海外派遣員木村陵
男氏からは， SlaterWalkerに関する文献をお送り頂
いている。原稿執築に際しては，第 I節および第E節
82 
に関して，研究所調査研究部堀井健三氏，原不二夫氏
および動向分析部竹下秀邦氏に貴重なコメントを頂い
ている。さらに竹下氏には1971～75年の FEERのマ
レーシアおよびシンガボール関係の記事を借覧させて
頂いた他，動向分析部からは岡部所蔵の同誌を閲覧さ
せて頂く機会を得た。以上の方々に記して謝意を表し
たい。もとより文中の誤りの責任は筆者にある。
（アジア経済研究所経済協力調査室〉
